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新型コロナウイルスの発生による最初の緊急事
態宣言から１年以上経つが、未だ終息の兆しが見
えない。インバウンドに大きく依存していた地域
経済は仮死状態に陥り、各種交付金でやっと息を
吐いている。わが国ではかねてから首都直下地震、
南海トラフ地震や巨大台風などの自然災害のリス
クが指摘されていたが、感染症が新たに加わった。
こうした突発性のリスクだけでなく、人口減少・
少子高齢化やインフラの老朽化、地方経済の疲弊
など進行性のリスクも抱えている。その割にはわ
が国の備えは十分とは言えない。ところで、コロ
ナ禍は多くの人々の生活に負の影響を与えてきた
が、他方で一人ひとりの生き方に対する考えに変
化が生じているようだ。こうした変化をプラスに
把えて、これをわが国の将来の備えに繋げていく
ことが求められる。変化とはテレワークや兼業・
副業など働き方の多様化と地方移住の増加であり、
デジタル技術の進展がこれを後押ししている。
地方移住については、東京都の人口が2020年
７月から８ヶ月連続で転出超過となり、この間約
2.4万人の減少となった。これはバブル崩壊後の
1993〜４年以来のこととなる。コロナを契機と
したテレワークの普及により通勤時の苦痛や部屋
の狭さを逃れ、家族とゆっくりと過ごすために東
京脱出を図ろうとするのだろう。しかし、その行
き先を見ると多くは周辺の３県までとなっている。
つまり東京圏内で居住の流動化が起きているが、
日本全体で対流化しているわけではない。これは、
恐らく今のテレワークが持つ限界だろう。同じオ
フィスでリアルに対面すれば、相手の表情を読み
取るだけで一定のコミュニケーションを図ること
ができる。これがオンラインでは難しい。旧知の
仲であれば、オンラインでも十分目的が達せられ

るが、初めての相手ではコミュニケーションの質
が落ちる。労務管理などの理由で定期的に出勤を
求められることもある。結局、地方と言っても従
来のオフィスから少し離れた近県などが新たに居
住地として選ばれることになる。
東京から地方への移住が増加したとなれば地方
創生が進んだように聞こえるが、今の変化は従来
から目指した地方創生とは少し異なる。東京の勤
務先はそのままで、地方でテレワークをしている
ので、仕事が地方に移ったり、新たな産業が地方
に作られたわけではない。しかし、新住民による
地元自治体への納税額は増えるし、子どもが生ま
れれば若年人口の増加につながる。デジタル技術
など新しいテクノロジーを用いれば、人は時間と
場所に縛られることなく働けることがわかった。
居住地も都会か地方かの二者択一ではなく、両方
に半分ずつ住む二地域居住も広がっている。今後
さらに働き方改革を進め、暮らし方や生き方その
ものの選択肢を増やすことが必要である。国民の
ライフスタイルの地方回帰はエネルギーの地産地
消化を促進し、政府が挙げる2050年カーボン
ニュートラルにも貢献する。働き方改革、デジタ
ルトランスフォーメーション（DX）、グリーン
トランスフォーメーション（GX）の３つをセッ
トで進め、地方を「消滅可能性」から「持続可能
性」へと変えることが、ポストコロナのわが国の
基本戦略となろう。
働き方改革については、次の３つが重要となる。
第一は、地域や企業規模を越えた兼業・副業の促
進。都会の大企業で働くホワイトカラーにも、地
方で働くことに興味を持っている人は多い。兼業・
副業は、都会と地方の間に人材の対流を起こす有
力な手段となる。地方でとりわけニーズが高いの

コロナ禍からの地方創生



5月刊建設21−05

は経営人材である。その橋渡し役として地方の金
融機関が果たす役割も大きい。第二は、ダイバー
シティ、すなわち多様性の促進。今日、企業の成
長や社会の発展の原動力となっているのは、性別・
年齢・人種・国籍などの違いにとらわれず、各々
の感性や価値観を活かし、意見をぶつけ合うこと
で生まれる斬新なアイデアである。第三は、個人
を支えるセーフティネットの再構築。わが国では
1,100万人がフリーランスとして働き、経済規模
は20兆円と試算されている。こうした働き方を
持続させるためには、災害や経済などの外的要因
によるリスクを踏まえたセーフティネットが必要
である。また、DXが加速することにより、職の
在り方も急速に変化する。このような社会の変化
は、その波に乗れた人と乗れなかった人の格差を
拡大する。能力やスキルの開発を自己責任として
突き放すのではなく、企業・労働組合・行政が必
要な環境整備や支援を行なっていくことが求めら
れる。
国民の生き方のニーズの変化に対し、地方はど
のような対応をすべきか。日本全体で人口減少が
急速に進むという現実を直視すれば、地域間で人
口を奪い合っても未来は見えてこない。国土全体
を俯瞰し、少なくなる「人」の地域間の動きを活
発化し、人口の量の減少を補う社会経済活動を実
現するという発想の転換が必要となる。これから
地域に求められる街づくりは、従来のような人口
の数を追い、機能としての効率性を求めたもので
はなく、地域独自の資源やアイデアを活かして、

特定の人たちを狙ってアピールする生活スタイル
を提案するものになる。
観光地で働きながら休暇をとるワーケーション
や、デジタル機器を使ってオフィス以外の場で働
くノマドワークといった、住民票を置く自治体と
は異なる場所に短期間住み、テレワークで働くラ
イフスタイルが現れている。将来、住民と自治体
の関係は、居住地という場所によって決まる帰属
関係から、時間でシェアされる帰属関係へと変わ
る。場所に紐づく相互扶助と時間に紐づく相互扶
助のハイブリッドに自治の在り方そのものが変わ
るであろう。住民票の位置づけや住民税などの制
度の見直しも必要となる。地方は今こそ人口や企
業を奪い合うのではなく、技術革新を使って場所
や時間を超えて、人や機能をシェアできるように
していくことが必要である。
人は人を呼ぶ。結局、「面白い人」「魅力がある
人」がいるところに人は集まってくる。クリエイ
ティブな人や能力の高い人がどれだけ集まるか。
人の動きを軸に生活や文化を重視した地域ビ
ジョンの構築が求められる。人と人との関係を分
断したコロナは、デジタル技術の利便性を私たち
に気づかせたが、他方で人と人とのリアルな関係
の大切さについても気づかせてくれた。まもなく、
平成以降に生まれバブルを全く知らない若い世代
が社会の中核となってゆく。そのような若い人た
ちの背中を押すような社会を創出していかねばな
らない。 
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